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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　往復電子メールを用いた調査を実行する調査サーバを有する調査システムにおいて、前
記調査サーバは、
　作成者端末及び回答者端末との間で双方向情報伝送する通信ネットワーク手段と、
　調査内容を含む電子メールの送信前に、予め、前記回答者端末のメールアドレスと前記
回答者端末を用いる回答者のセグメント化プロフィールデータとを関連づけ登録する調査
対象者データ登録手段と、
　ウェブページを通して前記作成者端末に対し調査内容を含む電子メールを作成させるべ
く、調査内容である質問項目を入力するための画面を前記作成者端末に表示させてその画
面上で入力させることにより質問項目を作成させ、作成された質問項目をアップロードさ
せ、続いてそのアップロードされた質問項目に対する回答項目を入力するための画面を前
記作成者端末に表示させてその画面上で入力させることにより回答項目を作成させ、作成
された回答項目をアップロードさせるとともに、前記調査内容を含む電子メールのひな形
ファイルを選択するための画面を前記作成者端末に表示させてその画面上で入力されたひ
な形ファイルの選択情報をアップロードさせ、前記アップロードされた調査内容とひな形
ファイルの選択情報に基づいて電子メールを自動生成する手段と、
　前記自動生成された電子メールを前記回答者端末へ送信する送信手段と、
　前記送信した電子メールに対して調査結果を入力した電子メールを前記回答者端末から
受信する受信手段と、



(2) JP 4507154 B2 2010.7.21

10

20

30

40

50

　個々の前記調査結果を受信する毎に直ちに、前記登録された回答者のセグメント化プロ
フィールデータを参照しつつ前記調査結果を統計分析し、全ての回答者端末から調査結果
を受信していない場合は途中結果として、そして全ての回答者端末から調査結果を受信し
ている場合は最終結果として、その統計結果を前記作成者端末及び前記回答者端末にて表
示させる手段と、を有するとともに、
　前記調査対象者データ登録手段の前記セグメント化プロフィールデータを参照して調査
対象者が選定され、選定された調査対象者の回答者端末のメールアドレスを含むメールア
ドレスリストを前記作成者端末からアップロードさせる手段を備え、
　前記送信手段は、前記メールアドレスリストに基づいて、前記自動生成された電子メー
ルを前記回答者端末へ送信することを特徴とする往復電子メールを用いた調査システム。
【請求項２】
　前記統計結果に基づき二次的アクションを誘導する内容の電子メールを被誘導者端末へ
送信する手段を有する請求項１に記載の往復電子メールを用いた調査システム。
【請求項３】
　前記二次的アクションを誘導する内容及び前記被誘導者端末の選択が前記セグメント化
プロフィールデータを参照しつつ実行されることを特徴とする請求項２に記載の往復電子
メールを用いた調査システム。
【請求項４】
　前記回答者端末へ送信される電子メールがＨＴＭＬメールであることを特徴とする請求
項１～３のいずれかに記載の往復電子メールを用いた調査システム。
【請求項５】
　前記調査として、意識調査及び診断調査を含むことを特徴とする請求項１～４のいずれ
かに記載の往復電子メールを用いた調査システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、例えば、社内意識調査、イベント評価、人事評価等の各種アンケートや適正テ
スト、企業風土診断、健康診断等の各種診断を含む広い意味での調査を通信ネットワーク
を用いて実施するためのシステムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、インターネット等の通信ネットワーク及びウェブ(Web)技術を利用したアンケート
や診断が実行されている。一例を挙げると、企業が製品についての評価を消費者アンケー
トにより得ようとして、企業ウェブサーバにより構築したホームページにアンケート項目
を表示する。そして、アンケート対象者である消費者は、ブラウザを具備する端末を用い
て当該ホームページを閲覧してアンケート項目の回答を入力し、企業ウェブサーバへ送信
する。企業は、アンケート回答を集計し、分析を行い、その結果を製品開発や市場開発の
参考にする。
【０００３】
上記のようなウェブサイト経由で行われる各種のアンケートや診断は、その内容に関わら
ず不特定多数を対象とする場合が多い。また、回答にあたって回答者のプロフィール（年
齢、性別、職業、経歴、生活環境等）を入力させることもよく行われるが、必ずしも正確
に入力されるとは限らない。正確なプロフィールを得ようとして入力項目を多くするほど
、回答者にとっては入力が煩わしくなり、不正確な入力となりがちである。また、アンケ
ート回答者に対して何らかの報酬を与えるシステムでは、重複して回答する者も多くなる
。
【０００４】
このように、通信ネットワークを介して不特定多数を対象としてアンケートや診断を行う
調査システムは、非常に精度の高い結果を要求される場合には不適切である。例えば、顧
客満足度調査、社内意識調査、イベント評価、人事評価、インターネット活用度調査等の
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アンケート調査、あるいは適正テスト、企業風土診断、健康診断、組織活性度、タイプ診
断、スキル診断等の診断調査では、比較的限定されたアンケート回答者を対象にきめ細か
な調査を行うことが要求される場合がある。さらに、アンケート回答者の正確なプロフィ
ールを分析データに組み入れることにより、極めて精度の高い調査結果を得ることを目的
とする場合もある。
【０００５】
従って、通信ネットワークを用いて精度の高い信頼性のあるアンケート調査や診断調査を
行おうとする場合、不特定多数を対象として任意に回答を得ようとする上述のようなシス
テムでは、満足する調査結果は得られない。
【０００６】
斯かる現状に鑑み、本発明は、意識調査や診断調査のように回答者のプロフィールが調査
結果に影響を及ぼしやすい調査において、精度の高い信頼性ある調査結果を得ることがで
きる通信ネットワーク及びウェブ技術等を用いた調査システムを提供することを目的とす
る。本発明は、回答者である調査対象者をそのプロフィールによりセグメント化（層別化
、細分化）して管理すると共に、この管理された調査対象者のプロフィールを、回答され
た調査結果の統計分析に用いることにより、的確な調査結果を得ることを可能とする調査
システムを提供することを目的とする。
【０００７】
さらに本発明は、上記のように統計分析された調査結果（途中経過を含む）を、全ての調
査対象者若しくは選択された調査対象者が即座に閲覧することが可能であり、速やかな情
報共有を実現することができる調査システムを提供することを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
上記の目的を達成するべく本発明は以下の構成のシステムを提供する。
（１）本発明による往復電子メールを用いた調査を実行する調査サーバを有する調査シス
テムにおいては、前記調査サーバが、次の構成要素を具備する。
(a)作成者端末及び回答者端末との間で双方向情報伝送する通信ネットワーク手段
(b)前記回答者端末のメールアドレスと前記回答者端末を用いる回答者のセグメント化プ
ロフィールデータとを関連づけ登録する手段
(c)調査対象である前記回答者端末のメールアドレスを含むメールアドレスリストを前記
作成者端末からアップロードさせる手段
(d)ウェブページを通して前記作成者端末に対し調査内容を含む電子メールを作成させる
べく、調査内容である質問項目を入力するための画面を前記作成者端末に表示させてその
画面上で入力させることにより質問項目を作成させ、作成された質問項目をアップロード
させ、続いてそのアップロードされた質問項目に対する回答項目を入力するための画面を
前記作成者端末に表示させてその画面上で入力させることにより回答項目を作成させ、作
成された回答項目をアップロードさせるとともに、前記調査内容を含む電子メールのひな
形ファイルを選択するための画面を前記作成者端末に表示させてその画面上で入力された
ひな形ファイルの選択情報をアップロードさせ、前記アップロードされた調査内容とひな
形ファイルの選択情報に基づいて電子メールを自動生成する手段
(e)前記メールアドレスリストに基づいて前記自動生成された電子メールを前記回答者端
末へ送信する手段
(f)前記送信した電子メールに対して調査結果を入力した電子メールを前記回答者端末か
ら受信する手段
(g)個々の前記調査結果を受信する毎に直ちに、前記登録された回答者のセグメント化プ
ロフィールデータを参照しつつ前記調査結果を統計分析し、全ての回答者端末から調査結
果を受信していない場合は途中結果として、そして全ての回答者端末から調査結果を受信
している場合は最終結果として、その統計結果を前記作成者端末及び前記回答者端末にて
表示させる手段
【００１２】
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（５）上記（１）～（４）のいずれかのシステムにおいて、前記統計分析手段による統計
結果に基づき二次的アクションを誘導する内容の電子メールを被誘導者端末へ送信する手
段を有することが好適である。
【００１３】
（６）上記（１）～（５）のいずれかのシステムにおいて、前記二次的アクションを誘導
する内容及び前記被誘導者端末の選択が前記セグメント化プロフィールデータを参照しつ
つ実行されることが好適である。
【００１４】
（７）上記（１）～（６）のいずれかのシステムにおいて、前記回答者端末へ送信される
電子メールがＨＴＭＬメールであることが好適である。
【００１５】
（８）上記（１）～（７）のいずれかのシステムにおいて、前記調査として、意識調査及
び診断調査を含むことが好適である。
【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照しつつ本発明による調査システムの実施の形態を説明する。尚、本シス
テムにより実行される調査には、社内意識調査、イベント評価、人事評価等の各種アンケ
ート、並びに適正テスト、企業風土診断、健康診断等の各種診断を含む広い意味での調査
が含まれる。本システムは、特に、回答者のプロフィールが調査結果の統計分析において
重要な要素となる傾向をもつ各種意識調査及び各種診断調査に好適なシステムである。
【００１７】
図１は、本発明による往復電子メールを用いた調査システムの概略的な機能構成図である
。本システムの機能は、調査サーバ１０により実現され、実質的には調査サーバ１０に搭
載されるプログラムにより実現される。調査サーバ１０は、本システムに特徴的な各処理
を実行する機能に加えて、これらの処理と連携して実行されるウェブサーバ及びメールサ
ーバ等の汎用的な機能も具備する。
【００１８】
調査サーバ１０は、ウェブページ閲覧システムやメール配信システムの機能を利用するこ
とにより適宜の通信ネットワークを介して複数のユーザ端末２１、２２、２３と双方向情
報伝送可能である。尚、本システムに利用される通信ネットワークとしては、例えば企業
内ネットワーク（イントラネット等）、インターネット、ブロードバンド等のいずれも可
能である。
【００１９】
本システムにおいて、調査対象集団に含まれる個々のユーザは、ユーザ端末を利用して本
システムに参加することになるが、調査内容を作成する調査作成者として参加するユーザ
端末（以下、「作成者端末」と称する）２１と、調査に回答する調査回答者として参加す
るユーザ端末（以下、「回答者端末」と称する）２２とがある。基本的にいずれのユーザ
端末も、調査毎に作成者端末２１として機能することも、回答者端末２２として機能する
こともできる。
【００２０】
さらに、本システムにより得られた調査結果に基づいて、全ての若しくは特定のユーザ端
末２３に対して二次的なアクションを実行することもできる。この二次的アクションによ
り所定の行動若しくは認知をさせられるユーザのユーザ端末２３を以下、「被誘導者端末
」と称することとする。基本的にいずれのユーザ端末も、被誘導者端末２３となることが
できる。
【００２１】
ユーザ端末は、いずれもウェブページを閲覧するためのブラウザソフトウェアと電子メー
ルを送受信するためのメールソフトウェアを具備する。メールソフトウェアは、ＨＴＭＬ
メールに対応していることが好適であるが、対応していないメールソフトウェアであって
もよい。尚、以下の説明における「メール」は、「電子メール」を意味する。
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【００２２】
図１の本システムの機能構成図の説明に先立って、本システムの理解を容易にするために
図２を参照して本システムの基本原理を説明する。図２は、本システムの基本原理の理解
のために本システムの処理の流れ（左側）と、主要な処理データ（右側）を概略的かつ模
式的に示している。
【００２３】
本システムでは、調査サーバが、調査対象集団に含まれる個々の調査対象者（回答者）に
関するデータを予め登録した調査対象者データ登録手段２００を有する。調査対象者に関
するデータには、調査対象者のプロフィールデータ２１１（例えば年齢、性別、経歴、部
署、職務内容、実績、生活環境等々）と、その調査対象者の利用するユーザ端末の電子メ
ールアドレス２１０とが少なくとも含まれ、互いに関連づけられて登録される。調査対象
者のプロフィールデータ２１１は、精度の高い信頼性ある調査結果を得るために統計分析
に用いられることになるので、広範なニーズに対応できるよう高度に細分化、区分化され
ていることが好適である。このような高度に細分化、区分化されているプロフィールを「
セグメント化プロフィール」又は「セグメント化プロフィールデータ」と称することとす
る。
【００２４】
尚、本システムの実施態様では、本システムのユーザ集団（調査対象集団）の中のいずれ
かのユーザが調査作成者となって他の調査対象者を回答者として調査を実施することが可
能である。従って、１つのユーザ端末がある調査においては作成者端末となり、別の調査
においては回答者端末となる場合がある。
【００２５】
ステップＳ１では、まず、作成者端末において調査対象者のメールアドレスリストが作成
される。作成にあたって、調査対象者データ記憶手段２００を参照することができ、セグ
メント化プロフィールを参照して調査対象者を選定し、そのメールアドレスをまとめたメ
ールアドレスリストを作成する。作成したメールアドレスリストは、調査サーバへアップ
ロードする。口述するステップＳ３において、調査サーバは、このメールアドレスリスト
に基づいて調査メールを配信することとなる。
【００２６】
ステップＳ２では、具体的な調査内容を含む調査メール（調査ファイル）を作成する。本
システムでは、好適にはＨＴＭＬメールを用いることによりユーザフレンドリな表示形式
の調査メールを作成するが、この調査メールを容易にかつ迅速に作成するための機能が調
査サーバから作成者端末に対して提供される。具体的には、作成者端末に表示されたウェ
ブページに対して入力操作を行うことにより、調査メールを作成する。
【００２７】
ステップＳ３では、作成者端末で調査メールの作成操作を終えた後、内容の確定した調査
メールを調査サーバにアップロードする。そして調査サーバは、作成者端末からアップロ
ードされた調査メールを、調査対象者のユーザ端末すなわち回答者端末へ送信する。全て
の調査対象者に対し同時に配信される。
【００２８】
ステップＳ４では、調査サーバが回答者端末から送信される調査結果をメール受信する。
調査結果メールの内容である調査結果データは、調査結果データ記憶手段２０１に記憶さ
れる。尚、回答者端末における回答操作について簡単に説明すると、好適にはＨＴＭＬメ
ールである調査メールに対して入力操作を行うことにより回答の入力を行い、返信操作を
行うことにより調査サーバへ調査結果メールを送信する。また、ＨＴＭＬメールに対応し
ていない回答者端末に対してはテキスト形式の調査メールが送信されるので、回答者端末
のブラウザにより調査メールを表示させて回答の入力を行った後、調査サーバへ返信する
。調査結果メールの内容は直ちに統計分析処理へ渡される。本発明は、ステップＳ３及び
Ｓ４における回答者端末への送信、調査結果入力及び返信があたかもブーメランのように
連続的に行われる往復電子メールのシステムを採用することにより、迅速に調査を実施す
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ることができる。
【００２９】
ステップＳ５では、調査サーバが、受信した調査結果メールの内容である調査結果データ
に対して統計分析を実行する。調査サーバは、複数の回答者端末の各々から随時調査結果
メールを受信することとなるが、個々の調査結果メールを受信する毎に直ちにその内容で
ある調査結果データを組み入れて統計分析を行うことが好適である。回答者すなわち調査
対象者のセグメント化プロフィールは、予め調査対象者データ記憶手段２００に記憶され
ている。従って、調査結果データとその調査対象者のセグメント化プロフィールを突き合
わせて各種の統計分析を行い、精度の高い的確な統計結果を得ることができる。得られた
統計結果は統計結果データ記憶手段２０２へ記憶される。この統計分析においては、セグ
メント化プロフィールデータを用いることにより、セグメント化されたすなわち細かく特
定された調査対象者がその調査においてどのような具体的アクションをとったか（すなわ
ちどのような回答を行ったか）を把握し、専門的に分析することができる。
【００３０】
ステップＳ６では、統計結果データを所定の表示形式でユーザ端末へ表示させる。好適に
は、ウェブページに統計結果データを表示し、ユーザ端末のブラウザにより閲覧させる。
尚、当該調査内容を作成した作成者端末に対して統計結果データを表示することはもちろ
んであるが、回答を行った回答者端末に対しても表示可能とする。尚、統計分析は、調査
結果データを受信すると直ちに実行されるので、統計結果データも直ちに表示することが
可能である。従って、回答者端末のユーザは、調査結果を返信した後、引き続き自らの調
査結果を反映した統計結果データを閲覧することができる。作成者端末でも、調査結果デ
ータの全てが得られていない途中段階での統計結果データを閲覧することができる。もち
ろん、全ての調査結果データが得られた後の最終的な統計結果データを、いずれのユーザ
端末も閲覧することができる。但し、個々の調査の目的内容によっては、結果を閲覧でき
るユーザ端末を限定することも可能である。この閲覧可能なユーザ端末の限定にもセグメ
ント化プロフィールを用いることができる。このようにして情報の共有化、あるいは共有
化の特化（共有化するユーザ端末を限定すること）を図ることができる。
【００３１】
ステップＳ７は、統計結果データに基づいて、更なる二次的アクションをとる場合のステ
ップであり、個々の調査内容により種々の実施形態が考えられる。例えば、二次的アクシ
ョンのために特定のユーザ端末（被誘導者端末）へ所定の電子メールを送信する場合は、
統計結果データに基づいて電子メールを送信すべき被誘導者端末を識別し、所定の内容の
電子メールを作成し被誘導者端末へ送信する。被誘導者端末の識別すなわち選択において
も上記のセグメント化プロフィールを参照することができる。このようにして、電子メー
ルを受信した被誘導者端末のユーザによる二次的アクションを誘導する。調査サーバは、
このような二次的アクションに関するデータを記憶する二次的アクション内容データ記憶
手段２０３を有する。尚、二次的アクションの内容についても、セグメント化プロフィー
ルを参照して決定されることが好適である。
【００３２】
図１に戻って、本システムによる調査サーバの機能及びシステム処理の流れを、一例を示
しつつ説明する。尚、説明において、図３～図１６に示すユーザ端末に表示される表示画
面例を随時参照する。尚、図３～図１６の画面例では「アンケート」という語を用いてい
るが、一般的には「調査」に相当する。
【００３３】
先ず、所与の調査を実施するべく調査内容を作成する作成者端末２１は、調査サーバ１０
の構築するウェブページへアクセスし、ログオンする。調査サーバ１０のユーザログオン
処理部１０１は、作成者端末２１からのログオンを受付け認証を実行する。図３は、作成
者端末２１に表示されるログオンの際の画面例である。作成者端末２１のメールアドレス
は、調査サーバ１０に登録されている（図２の調査対象者データ記憶手段２００）ので、
これをユーザの識別標識として入力させ、さらに個々のユーザに割り当てられているパス
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ワードを入力させることにより、作成者端末２１及びそのユーザの認証を行い、ログオン
を許可する。
【００３４】
調査サーバ１０は、作成者端末２１が、調査メールの内容である調査ファイルを作成して
調査サーバへアップロードし、そしてその調査メールの送信先である回答者端末のメール
アドレスをまとめたメールアドレスリストをアップロードするための種々の機能をウェブ
ページを通して提供する。
【００３５】
図４は、ログオン後に作成者端末２１に表示されるメインメニュー画面例である。このメ
インメニュー画面の表示項目を選択することにより、作成者端末２１においてその機能を
用いることができる。
【００３６】
例えば、「基本設定」機能には、ひな形ファイルのアップロード及びその削除の機能が含
まれる。ひな形ファイルは、調査ファイルのレイアウト等の表現様式についてのひな形を
予めいくつか作成して調査サーバにアップロードし記憶しておくことにより、必要に応じ
てそれらの中から所望するひな形を選択して効率的に利用することができる。
【００３７】
例えば、「アンケートの作成」機能には、アンケートの新規作成及び既存アンケートの選
択の機能が含まれる。アンケートの新規作成の機能については、後述する図６～図８にお
いて具体的な例を示すこととする。既存アンケートの選択の機能は、既に作成し記憶され
ているアンケートを修正等のために読み出すべく選択する機能である。例えば、図５は、
既存のアンケート（図示の例では「強みのリスト」という名称のアンケート）が選択され
た後に表示される別のメニュー画面例である。図５のメニュー画面は、図４のメニュー画
面の内容に加えてさらに詳細な機能の項目を含んでおり、対象となるアンケートが選択さ
れた場合の「コントロールパネル」というべきメニュー画面である。
【００３８】
例えば、「リストアドレスリストの管理」機能には、メールアドレスリストのアップロー
ド及び削除の機能が含まれる。例えば、作成者端末においてメールアドレスリストのファ
イルを予めいくつか作成し、調査サーバにアップロードしたり、アップロードした中から
不要なものを削除したりする。
【００３９】
例えば、「統計結果の表示」機能には、現在の集計状況、回答結果の表示機能及び回答結
果のダウンロード機能が含まれる。これは、調査メールの送信後における回答者端末から
の回答状況を途中経過として表示したり、最終的な調査結果データ及び統計結果データを
表示したりする機能である。これらのデータは、表示するのみでなく作成者端末へダウン
ロードすることもできる。
【００４０】
例えば、「送信ログ」機能には、調査メールを回答者端末へ送信する送信中の途中経過を
表示したり、全てのログを表示したりする機能が含まれる。
【００４１】
例えば、「アンケートの管理」機能には、既に行った調査の調査結果データ及び／又は統
計結果データを、後日ダウンロードする機能が含まれる。
【００４２】
図１に戻って、調査サーバ１０から作成者端末２１へ提供される種々の機能を担う要素と
して、基本設定部１０２、各種ファイルのアップロード部１０３、調査内容入力部１０５
、統計方法指定部１０４、メールアドレスリストアップロード/修正部１１０、及び回答
内容チェック部１１９等が示されているが、これらは主要なものを例示したのであってこ
れらに限定する意図ではない。
【００４３】
次に、図６～図８を参照し、図１の調査内容入力部１０５を用いたアンケート（調査ファ
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イル）の作成手順を具体例により説明する。作成者端末の画面表示からアンケートの新規
作成機能を選択すると、例えば、図６のように、新規アンケートに関するオプション指定
のための画面が表示される。図６の画面においては、新規アンケートの名称（例では「強
みのリスト」）のテキスト入力欄、回答者端末への予定送信時間を指定する数字入力欄、
アンケート結果を回答者にも公開するか否かを選択するラジオボタン等々、新規アンケー
トに関するオプションを指定する。図６の画面内のオプション指定を完了した後、画面下
部の「作成」ボタンをクリックすると、指定されたオプション内容が調査サーバへアップ
ロードされ、新規アンケート作成が開始される。
【００４４】
図７は、図６の画面に引き続いて表示される、アンケートの具体的内容（各質問項目）を
作成するための表示画面例である。図７の画面上での操作は、当該画面下半部に表示され
る通りに行う。画面下部の［１］～［４］に従って、アンケートに含まれる各質問項目を
入力していく。［５］では、入力された質問項目の並べ替え及び削除ができる。画面下部
の「ＯＫ」をクリックすると作成内容がアップロードされ保存される。尚、一旦保存され
たこの画面を再度呼び出して追加、修正することもできる。
【００４５】
図８は、図７と同様に、アンケートの具体的内容（各回答項目）を作成するための表示画
面例である。図８の画面上での操作は、図７と同様に当該画面下半部に表示される通りに
行う。画面下部の［１１］には既に作成されている質問項目が表示され、［１２］～［１
４］に従って、この質問項目に対する回答項目及びその表現形式（色等）を入力していく
。［１５］では、入力された回答項目の並べ替え及び削除ができる。回答項目を変更する
ための編集も可能である。
【００４６】
図９は、図１のメールアドレスリストのアップロード/修正部１１０を用いてメールアド
レスリストのアップロード、修正及び削除等を行う表示画面例を示す。例えば、作成者端
末において予め必要なメールアドレスリストのファイルを作成保存しておく。メールアド
レスリストは、アンケート送信先すなわち回答者端末のメールアドレスをまとめたもので
あり、アンケート毎に異なるメールアドレスリストを設定できる。図９の画面上において
、アップロードしたいメールアドレスリストを作成者端末に保存されたファイルから選択
し、調査サーバへアップロードする。調査サーバはアップロードされたメールアドレスリ
ストを保管する。調査サーバは、複数のメールアドレスリストを保管することができる。
さらに、図９の画面上において、調査サーバにアップロードされたメールアドレスリスト
のうち不要なものを削除することもできる。
【００４７】
図１０～図１４は、前述の図６～図８でのアンケート内容の作成完了後に、実際にメール
送信を実行するための機能に関する作成者端末の表示画面例である。図１を参照すると、
主として、アップロードファイル保管部１０６、調査ファイル作成部１０７、プレビュー
編集部１０８及び調査メール送信部１０９によりメール送信を実行するための機能が提供
される。図１０の表示画面では、作成済みのアンケートのファイルから送信したいアンケ
ートを選択する（画面下部の「サミット」をクリックすることにより決定）。作成済みの
アンケートは、アップロードファイル保管部１０６に保管されている。
【００４８】
図１１の表示画面例では、選択されたアンケートを送信する調査メールの内容のうち、ア
ンケート内容以外の内容（サブジェクトやヘッダー等）を入力する。
【００４９】
図１２の表示画面例では、選択されたアンケートを送信する調査メールのひな型ファイル
を指定する。ひな形ファイルも図１のアップロードファイル保管部に保管されている。ひ
な形ファイルを選択することにより、調査メールやその調査結果に基づく統計結果が回答
者端末において表示される表現様式が決定される。
【００５０】



(9) JP 4507154 B2 2010.7.21

10

20

30

40

50

図１３は、ＨＴＭＬメールの生成画面例である。前述の図６～図８で作成されたアンケー
ト内容、上記の図１１で入力されたサブジェクト等、及び上記の図１２で選択されたひな
形ファイルに基づいてＨＴＭＬメールを自動生成する。ＨＴＭＬメールの自動生成機能は
、図１の調査ファイル作成部１０７により提供される。図１３の表示画面例では、回答者
端末に表示されるＨＴＭＬメールのプレビューを示している。プレビュー編集機能は、図
１のプレビュー編集部１０８により提供される。図１３の表示画面のプレビューにより確
認後、画面下部の調査メールのファイル名を入力し、「生成」をクリックすることにより
、ＨＴＭＬメールが生成される。
【００５１】
上記の例から明らかなように、アンケート内容（調査内容）ファイルが同じであっても、
ひな形ファイルが異なれば、異なるＨＴＭＬメールが生成され、異なるファイル名で保管
されることになる。
【００５２】
図１４は、最終的に調査メールを送信する際の作成者端末における表示画面例である。調
査メールの送信機能は、図１の調査メール送信部１０９により提供される。図１４の画面
上では、アンケート内容、メールアドレスリスト、ＨＴＭＬメール、テキストメールの各
ファイルを選択する。メールアドレスリストに含まれるメールアドレスのうち、ＨＴＭＬ
メールに対応する回答者端末に対しては選択されたＨＴＭＬメールが送信され、ＨＴＭＬ
メールに対応していない回答者端末に対してはテキストメールが送信されることとなる。
画面下部の「サミット」をクリックすると、送信が開始される。尚、送信時間を指定して
いる場合は、指定した時間に送信が実行されることとなる。
【００５３】
図１に戻って、調査メール送信機能に関連する他の機能として調査サーバは、送信中の中
断をチェックして再開させたり管理者へ通知を送信したりする送信異常処理部１１１や、
送信状況のログを記録する途中経過ログ部１１２を有する。
【００５４】
次に、調査サーバ１０から調査メールを受信した回答者端末２２で行われる処理を説明す
る。回答者端末２２がＨＴＭＬメールに対応している場合は、上記の通り作成されたＨＴ
ＭＬメールが回答者端末の画面に表示され、ＨＴＭＬメールに対応していない場合は、ブ
ラウザ１１３により表示される。回答者端末２２を用いるユーザは、表示された調査メー
ルに対して回答を入力した後、調査サーバ１０へ返信する。
【００５５】
調査結果を受信した調査サーバ１０は、前述の通り直ちに統計分析を行い、統計結果の表
示を行う。統計結果の表示も、ＨＴＭＬメールを用いることができる。全ての回答者端末
２２から返信されていない場合は、途中結果の表示となる。統計結果の表示は、作成者端
末２１及び予め指定された回答者端末２２において行われる。作成者端末２１における統
計結果の閲覧機能は、図１の回答内容チェック部１１９により提供される。
【００５６】
統計結果データは、結果データ保存部１１６に保管され、作成者端末２１及び指定された
回答者端末２２を用いて再度表示させたり、ダウンロードしたりできる。
【００５７】
図２において説明した通り、得られた統計結果データに基づいて二次的アクションがとら
れる場合は、ユーザ識別部１１８において二次的アクションの対象となるユーザ（被誘導
者）を識別する。そして被誘導者の用いる被誘導者端末２３についてメールアドレスリス
トを作成した後、被誘導者端末２３に対し二次的アクションを誘導するための電子メール
を送信する。
【００５８】
【実施例】
（１）社内意識調査への適用例
図１５は、本発明による調査システムを社内意識調査に適用した例を示す概略的フロー図
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である。
【００５９】
ステップＳ３０１：社内意識調査表メールを作成する作成者端末において、登録されてい
る社員のプロフィールデータを参照して社内意識調査の調査対象とする社員を選択し、選
択された調査対象社員のメールアドレスをまとめたメールアドレスリストを作成する。
【００６０】
ステップＳ３０２：作成者端末から調査サーバへアクセスし、調査サーバの提供するウェ
ブページ上で社内意識調査に関する質問事項を含む調査表メールを作成する。
【００６１】
ステップＳ３０３：ステップＳ３０２で作成した調査表メールの送信に先立って、ステッ
プＳ３０１で作成したメールアドレスリストをアップロードする。
【００６２】
ステップＳ３０４：調査表メールを送信する時間を設定する。
【００６３】
ステップＳ３０５：ステップＳ３０４で設定された送信時間に調査表メールがＨＴＭＬメ
ールとして送信される。
【００６４】
ステップＳ３０６：調査表メールを受信した回答者端末にて、ＨＴＭＬメールに直接入力
操作を行い、調査サーバへ返信する。
【００６５】
ステップＳ３０７：調査サーバは、回答者端末からの返信を受信すると同時に、他の回答
者端末から返信された調査データを併せて統計分析を実行し、統計結果を当該返信した回
答者端末へ表示させる。
【００６６】
（２）企業風土診断への適用例
図１６は、本発明による調査システムを企業風土診断に適用した例を示す概略的フロー図
である。
【００６７】
ステップＳ４０１：企業風土診断のための質問表メールを作成する作成者端末において、
企業風土診断を行う企業の対象社員のメールアドレスをまとめたメールアドレスリストを
作成する。
【００６８】
ステップＳ４０２：作成者端末から調査サーバへアクセスし、調査サーバの提供するウェ
ブページ上で企業風土診断のための質問表メール及び診断アルゴリズムを作成する。
【００６９】
ステップＳ４０３：ステップＳ４０２で作成した質問表メールの送信に先立って、ステッ
プＳ４０１で作成したメールアドレスリストをアップロードする。
【００７０】
ステップＳ４０４：質問表メールを送信する時間を設定する。
【００７１】
ステップＳ４０５：ステップＳ４０４で設定された送信時間に質問表メールがＨＴＭＬメ
ールとして送信される。
【００７２】
ステップＳ４０６：質問表メールを受信した回答者端末にて、ＨＴＭＬメールに直接入力
操作を行い、調査サーバへ返信する。
【００７３】
ステップＳ４０７：調査サーバは、回答者端末からの返信を受信すると同時に、ステップ
Ｓ４０２で作成した診断アルゴリズムに基づいた診断を行い、診断結果を当該返信した回
答者端末に表示させる。続いて、回答者端末に診断結果についての解説が表示される。
【００７４】
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（３）その他の適用例
本発明による調査システムのその他の適用例を次に挙げる。
＜アンケート適用例＞
・社員のメンタルヘルスに関する調査
・人物評価
・研修講師／教師のスキル評価
・コーチング／コンピテンシー／インベントリー
・研修／教育プログラムの効果測定
・リクルーティング意識調査
・新商品の開発のためのアンケート調査
・顧客満足度調査
・マーケティング調査
・ウェブサイトに関する評価
・ウェブサイト利用度調査
・メールニュース評価調査
＜診断（集計診断）適用例＞
・コミュニケーションスキル診断
・ストレス診断
・時間管理能力診断
【００７５】
【発明の効果】
本発明による往復電子メールを用いた調査システムは、回答者である調査対象者をそのプ
ロフィールによりセグメント化（層別化、細分化）して管理すると共に、この管理された
調査対象者のセグメント化プロフィールデータを、回答された調査結果の統計分析に用い
ることにより、的確な調査結果を得ることができる。従って、意識調査や診断調査のよう
に回答者のプロフィールが調査結果に影響を及ぼしやすい調査において、精度の高い信頼
性ある調査結果を得ることができる。
【００７６】
さらに本発明による往復電子メールを用いた調査システムは、統計分析された調査結果（
途中経過を含む）を、調査作成者はもちろん全ての調査対象者若しくは選択された調査対
象者が即座に閲覧することが可能であり、速やかな情報共有を実現することができる。
【００７７】
またさらに、本発明による往復電子メールを用いた調査システムは、統計分析された統計
結果データに対して、さらに調査対象者のセグメント化プロフィールデータを適用するこ
とにより的確な二次的アクションを誘導するための処理を実行することができる。
【００７８】
またさらに、本発明による往復電子メールを用いた調査システムは、回答者端末への送信
、調査結果入力及び返信があたかもブーメランのように連続的に行われる往復電子メール
のシステムを採用することにより、迅速に調査を実施することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明による電子メールを用いた調査システムの概略的な機能構成図である。
【図２】本システムの基本原理の理解のために、処理の流れ（左側）と、主要な処理デー
タ（右側）を概略的かつ模式的に示す図である。
【図３】調査サーバへのログオンに関して作成者端末に表示される画面例である。
【図４】調査サーバから提供される機能選択メニューに関して作成者端末に表示される画
面例である。
【図５】調査サーバから提供される機能選択メニューに関して作成者端末に表示される画
面例である。
【図６】調査メール作成に関して作成者端末に表示される画面例である。
【図７】調査メール作成に関して作成者端末に表示される画面例である。
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【図８】調査メール作成に関して作成者端末に表示される画面例である。
【図９】メールアドレスリストのアップロードに関して作成者端末に表示される画面例で
ある。
【図１０】調査メール送信に関して作成者端末に表示される画面例である。
【図１１】調査メール送信に関して作成者端末に表示される画面例である。
【図１２】調査メール送信に関して作成者端末に表示される画面例である。
【図１３】調査メール送信に関して作成者端末に表示される画面例である。
【図１４】調査メール送信に関して作成者端末に表示される画面例である。
【図１５】本発明による調査システムを社内意識調査に適用した例を示す概略的フロー図
である。
【図１６】本発明による調査システムを企業風土診断に適用した例を示す概略的フロー図
である。
【符号の説明】
１０　調査サーバ
２１　作成者端末
２２　回答者端末
２３　被誘導者端末
１０１　ユーザログオン処理部
１０２　基本設定部
１０３　各種ファイルのアップロード部
１０４　統計方法指定部
１０５　調査内容入力部
１１０　メールアドレスリストアップロード/修正部
１１１　送信異常処理部
１１２　途中経過ログ部
１１３　ブラウザ
１１６　結果データ保存部
１１８　ユーザ識別部
１１９　回答内容チェック部
２００　調査対象者データ記憶手段



(13) JP 4507154 B2 2010.7.21

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】



(14) JP 4507154 B2 2010.7.21

【図６】 【図７】

【図８】 【図９】



(15) JP 4507154 B2 2010.7.21

【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３】



(16) JP 4507154 B2 2010.7.21

【図１４】 【図１５】

【図１６】



(17) JP 4507154 B2 2010.7.21

10

20

フロントページの続き

    合議体
    審判長  和田　志郎
    審判官  清水　稔
    審判官  圓道　浩史

(56)参考文献  特開２００１－１８４２７３（ＪＰ，Ａ）
              特開２０００－１５１８５８（ＪＰ，Ａ）
              特開２００１－３３８１１３（ＪＰ，Ａ）
              特開２００１－２７３３８２（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－８５７２７（ＪＰ，Ａ）
              特開２００１－３３８１００（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－８５７４２（ＪＰ，Ａ）
              特開平８－２４９３０８（ＪＰ，Ａ）
              斉藤国博、「電子メール配信サービス　大量配信のニーズにこたえインフラを安価に提供，毎時
              １０万通超のサービスも」、日経インターネットテクノロジー、第３９号、日経ＢＰ社、２００
              ０年０９月２２日発行、ｐ．１６８－１７５

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              G06F 13/00, G06F 17/60


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

